
令和８年７月 

出入国在留管理庁 

上陸を特別に許可された事例及び上陸を特別に許可されなかった事例について 

上陸を特別に許可するか否かの判断について、透明性と予見可能性を確保するため、令和７年中に上陸を特別に許可された事例及び上陸を特別に許可されなかった

事例を、類型別に分類の上、次のとおり公表します。 

なお、本公表事例は、上陸の条件に適合しない外国人のうち、上陸拒否事由に該当する者で、配偶者が日本人又は正規に在留する外国人である事例から選出してい

ます。 

● 上陸特別許可及び上陸拒否の特例について 

我が国に外国人が上陸しようとするとき、出入国管理及び難民認定法（以下「入管法」という。）第７条第１項に規定する上陸のための条件に適合しているかどうか審査さ

れます。審査の結果、外国人が当該条件に適合していないと認定された場合は、本邦からの退去を命じられることとなります。 

１ 入管法第１２条に規定する上陸特別許可とは、入管法上の上陸のための条件に適合しない者に対して、上陸を特別に許可することができる法務大臣の裁量的な処分です。 

上陸特別許可の許否については、個々の事案ごとに、諸般の事情を総合的に考慮した上で判断することとなります。例えば、入管法第５条第１項に規定する上陸拒否事由

に該当する者から上陸申請がなされた場合、上陸を希望する理由（入国目的）、該当する上陸拒否事由の内容、上陸拒否事由が発生してから経過した期間、我が国に居住す

る家族の状況やその生活状況、内外の諸情勢などを勘案し、総合的に判断しています。 

２ 一定の類型の上陸拒否事由に該当する者であっても、法務大臣が再入国の許可を与えた場合その他の法務省令で定める場合において、相当と認めたときは、当該事由のみ

によっては上陸を拒否しないこととすることができます（入管法第５条の２）。 

例えば、上陸拒否事由に該当する外国人が在留資格認定証明書の交付申請を行った場合、上記１と同様の観点により、審査が行われることとなりますが、審査の結果とし

て同証明書が交付され、在外公館において有効な査証を取得した場合は、当該外国人が我が国の出入国港で上陸申請を行った際に、当該上陸拒否事由に該当すること以外

に、上陸の条件に適合しないものがなければ、上陸特別許可の手続を経ずに当該外国人の上陸を認めることができます。 

○ 上陸拒否事由 

上陸拒否事由とは、入管法第５条に規定される事由で、外国人が当該事由のいずれかに該当する場合は、上陸拒否の対象となります。各主権国家が、その国家にとって

好ましからざる外国人の入国を禁じ又は適当と認める条件を具備する外国人のみの入国を許可する権限を有することは国際法上確立した原則であり、我が国でも、公衆

衛生、公の秩序、国内の治安等が害されるおそれがあると認める外国人について、上陸拒否事由に該当する場合は上陸を拒否することとしています。 

○ 上陸拒否期間 

過去に不法残留等を理由に退去強制された者や出国命令を受けて出国した者は、一定期間、我が国に上陸することはできません。主な上陸拒否期間は下記のとおりです。  

① 退去強制された者で、その退去の日前に退去強制されたり、出国命令を受けて出国したことがないものの上陸拒否期間は、退去強制された日から５年 

② 退去強制された者で、その退去の日前に退去強制されたり、出国命令を受けて出国したことがあるものの上陸拒否期間は、退去強制された日から１０年 

③ 出国命令により出国した場合の上陸拒否期間は、出国した日から１年 

④ 日本国又は日本国以外の法令に違反して１年以上の拘禁刑等に処せられた場合等の上陸拒否期間は無期限 



【令和７年】

　　　○　上陸を特別に許可（入管法５条の２）された事例

上陸拒否事由 上陸拒否期間
退去強制からの

経過年月
婚姻期間 夫婦間の子 刑事処分等 許可内容 特記事項

1
退去強制

（不法残留）
５年拒否 約１年２月 約１年７月 無し 無し

在留資格：日本人の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制の際、当局か
らの説得に応じて、自らの負
担により、自ら本邦を退去し
たもの。

2
退去強制

（不法入国）
１０年拒否 約７年３月 約２年１０月 無し 無し

在留資格：日本人の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制処分のほか
に、退去強制歴１回を有して
いるが、いずれも自らの負担
により、自ら本邦を退去した
もの。

3
退去強制

（不法入国）
１０年拒否 約１年１月 約１２年９月 無し

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律違反により罰金５０万円の判
決

在留資格：日本人の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制処分のほか
に、退去強制歴１回を有して
いるが、直近の退去強制の
際、当局からの説得に応じ
て、自らの負担により、自ら
本邦を退去したもの。

4
拘禁刑等

（１年以上）
長期拒否
（無期限）

約２年５月 約１年９月 無し
入管法違反（不法残留）により懲役１年
６月、執行猶予３年の判決

在留資格：日本人の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制の際、自らの
負担により、自ら本邦を退去
したもの。

　    ○　上陸を特別に許可されなかった事例

上陸拒否事由 上陸拒否期間
退去強制からの

経過年月
婚姻期間 夫婦間の子 刑事処分等

1
退去強制

（不法残留）
５年拒否 約３年２月 約２年４月 無し 無し

2
退去強制

（不法残留）
１０年拒否 約７年７月 約１７年７月 無し

入管法違反（不法残留）により懲役８
月、執行猶予３年の判決

3
拘禁刑等

（１年以上）
長期拒否
（無期限）

約１８年８月 約１年２月 無し
入管法違反（不法入国）により懲役１年
６月、執行猶予３年の判決

4
拘禁刑等

（１年以上）
長期拒否
（無期限）

約１７年６月 約１７年５月 有り
窃盗及び建造物侵入により懲役２年８月
の実刑判決

婚姻の信ぴょう性に疑義が認められるもの。

－

　（１）配偶者が日本人の場合

特記事項

国費により送還されたもの。

直近の退去強制処分のほかに、退去強制歴１回を有し、直
近の退去強制の際、国費により送還されたもの。また、婚
姻の信ぴょう性及び生計安定性に疑義が認められるもの。



　　　○　上陸を特別に許可（入管法５条の２）された事例

上陸拒否事由 上陸拒否期間
退去強制からの

経過年月
婚姻期間 夫婦間の子 刑事処分等 許可内容 特記事項

1
退去強制

（不法残留）
５年拒否 約２年１０月 約１年９月 有り 無し

在留資格：永住者の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制の際、自らの
負担により、自ら本邦を退去
したもの。

2
退去強制

（不法残留）
１０年拒否 約１年１月 約３年０月 無し 無し

在留資格：永住者の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制処分のほか
に、出国命令歴１回を有して
いるが、直近の退去強制の
際、当局からの説得に応じ
て、自らの負担により、自ら
本邦を退去したもの。

3
拘禁刑等

（１年以上）
長期拒否
（無期限）

約５年７月 約１２年８月 有り
電磁的公正証書不実記録及び同供用
により懲役１年６月、執行猶予３年の判
決

在留資格：永住者の配偶者等
在留期間：1年

直近の退去強制の際、自らの
負担により、自ら本邦を退去
したもの。

　    ○　上陸を特別に許可されなかった事例

上陸拒否事由 上陸拒否期間
退去強制からの

経過年月
婚姻期間 夫婦間の子 刑事処分等

1
退去強制

（不法残留）
５年拒否 約２年１月 約２年７月 無し 無し

2
退去強制

（不法残留）
１０年拒否 約７年０月 約１１年９月 無し

業務上過失傷害及び道路交通法違反によ
り懲役１０月、執行猶予３年の判決

3
拘禁刑等

（１年以上）
長期拒否
（無期限）

約３１年６月 約１９年２月 有り 強盗致傷により懲役５年の実刑判決

　（２）配偶者が正規に在留する外国人の場合

特記事項

国費により送還されたもの。

直近の退去強制処分のほかに、退去強制歴１回を有するも
の。

－
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